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公布された条例等のあらまし

（規則第40号）◇島根県県税条例施行規則の一部を改正する規則

１ 規則の概要

 指定自動車教習所が所有する自動車の運転に関する教習の用に供する種別割の課税免除に係る規定を削除するこ

ととした。

 自動車登録番号標及び車両番号標に表示ずべき地域名の変更に伴う様式の整備

 その他様式の整備

２ 施行期日

令和２年４月１日から施行することとした。

規 則

島根県県税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和２年３月31日

島根県知事 丸 山 達 也

島根県規則第40号

島根県県税条例施行規則の一部を改正する規則

島根県県税条例施行規則（昭和51年島根県規則第16号）の一部を次のように改正する。

第76条の８を削り、第76条の９を第76条の８とする。

「 「

第８号様式中 島根 を に改める。

」 」

第９号様式その１中「登 録 番 号 島根」を「登 録 番 号 」に改める。

「 「

第17号様式その３中 を に登録番号 登録番号島根

」 」

改める。

「 「

第17号様式その５中 を に改める。登録番号 登録番号島根

」 」

第27号様式その４表面中「登録番号 島根」を「登録番号 」に改める。

第27号様式その５表面中「登録番号 島根」を「登録番号 」に改める。

第28号様式その２表面中「登録番号 島根」を「登録番号 」に改める。

「

第30号様式表面中 を
本店所在地

電 話 番 号 （ ） －

」

「

に改める。
本店所在地

電 話 番 号 （ ） －
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」

「

本 店 所 在 地

電 話 番 号 （ ） －

第30号の２様式中 県 内 事 務 所 等 を

所 在 地

電 話 番 号 （ ） －

」

「

本 店 所 在 地

電 話 番 号 （ ） －

県 内 事 務 所 等 に改める。

所 在 地

電 話 番 号 （ ） －

」

「

第30号の３様式中 を
本店所在地又は住所

電 話 番 号 （ ） －

」

「

に、
本店所在地又は住所

電 話 番 号 （ ） －

」

「

本店所在地又は 本店所在地又は

住 所 住 所

電 話 番 号 （ ） － 電 話 番 号 （ ） －

」

を

「

本店所在地又は 本店所在地又は

住 所 住 所

電 話 番 号 （ ） － 電 話 番 号 （ ） －

」

に、

「

県内の事務所等の 県内の事務所等の

名称及び所在地 名称及び所在地

電 話 番 号 （ ） － 電 話 番 号 （ ） －

」

を

「
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県内の事務所等の 県内の事務所等の

名称及び所在地 名称及び所在地

電 話 番 号 （ ） － 電 話 番 号 （ ） －

」

に改める。

「

第30号の４様式中 を
本店所在地又は住所

電 話 番 号 （ ） －

」

「

に、
本店所在地又は住所

電 話 番 号 （ ） －

」

「

を
県内事務所等所在地

電 話 番 号 （ ） －

」

「

に改める。
県内事務所等所在地

電 話 番 号 （ ） －

」

第35号様式中「島根」を削る。

第68号様式その２中

「

島根 を

」

「

に改める。

」

第71号様式その１中「島 根」を削る。

第71号様式その２中「島根」を削る。

第108号様式を次のように改める。
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第 10 8 号 様 式 （ 第 58 条 関 係 ）

ゴ ル フ 場 利 用 税 特 別 徴 収 義 務 者 登 録 事 項 変 更 登 録 申 請 書

年 月 日 特 住 所 又 は

別 所 在 地

徴

収
県 民 セ ン タ ー 所 長 様 氏名又は名称  

義

務
( 電 話 ）

者 ゴ ル フ 場 名

※ 該 当 す る も の を ○ で 囲 ん で く だ さ い 。

登 録 事 項 の 住 所 又 は 所 在 地 の 変 更 氏 名 又 は 名 称 の 変 更 代 表 者 の 変 更

区 分
ホ ー ル 数 の 変 更 利 用 料 金 の 変 更

そ の 他 の 変 更 （ ）

変 更 年 月 日 年 月 日

登 録 事 項 変 更 前 変 更 後

住 所 又 は 所 在 地

氏 名 又 は 名 称

（ ふ り が な ）

代 表 者

ホ ー ル 数

利 用 料 金 円 円

そ の 他

摘 要

備考 この申請書は、営業権の譲渡、売買等によって特別徴収義務者が交替した場合は使用できない。この場合に

は、ゴルフ場利用税特別徴収義務者登録申請書（第107号様式）又は廃業届書（第109号様式）を提出すること。
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第124号様式を次のように改める。
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第 124号 様 式 （ 第 66条 関 係 ）

軽 油 引 取 税 特 別 徴 収 義 務 者 登 録 事 項 変 更 登 録 申 請 書

年 月 日 特 住 所 又 は 所 在 地
別
徴
収 氏 名 又 は 名 称
義

県 民 セ ン タ ー 所 長 様 務
者 （ 電 話 ）

変 更 年 月 日 年 月 日

登 録 事 項 変 更 前 変 更 後

特 約 業 者 又 は

元 売 業 者 の 別

住 所 又 は 所 在 地

氏 名 又 は 名 称

代 表 者 職 又 は 氏 名

１ 事 業 所 又 は 事 務 １ 事 業 所 又 は 事 務
所 が 県 内 に 所 在 す 所 が 県 内 に 所 在 す

登 録 の 区 分
る た め る た め

２ 軽 油 の 納 入 地 が ２ 軽 油 の 納 入 地 が
県 内 に 所 在 す る た 県 内 に 所 在 す る た
め め

申 所 在 地

請
県 内 に 所 在 名 称

事 す る 事 務 所
又 は 事 業 所

項 代 表 者 氏 名

貯 蔵 設 備 の

概 要

住 所 又 は

所 在 地

県 内 に 所 在 氏 名 又 は
す る 経 由 の
納 入 先 名 称

軽 油 の

納 入 地

そ の 他

主 た る 軽 油 の 納 入 地

備考 この申請書は、営業権の譲渡、売買等によって特別徴収義務者が交替した場合は使用できない。
この場合には、軽油引取税特別徴収義務者登録申請書（第123号様式）を提出すること。
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号外第41号 島 根 県 報 令和２年３月31日

第149号様式中「登録番号又は車両番号」を「登 録 番 号」に改め、「島根」を削る。

第150号様式中 を「登 録 番 号」に改め、「島根」を削る。
「登 録 番 号 又

は 車 両 番 号」

第151号様式を次のように改める。
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第
15
1号
様
式

（
第
7
6
条
の
５

関
係
）

自
動

車
税

環
境

性
能

割
修

正
申

告
書

県
民
セ
ン
タ
ー
所
長

様
年

月
日

登
録

番
号

取
得

原
因

取
得
（
登
録
）
年
月
日

当
初
申
告
年
月
日

初
度
登
録
年
月

自
動

車
税

環
境

性
能

割

１
売
買

年
月

日
年

月
日

年
月

車
両
本
体

円
２

そ
の
他
（

） 用
途

付
加

物
円

１
乗
用
車

２
ト
ラ
ッ
ク
（
貨
物
）

３
ト
ラ
ッ
ク
（
貨
客
兼
用
車
）

４
ト
ラ
ッ
ク
（
け
ん
引
車
）

５
ト
ラ
ッ
ク
（
被
け
ん
引
車
）

６
バ
ス
（
一
般
乗
合
用
）

７
バ
ス
（
そ
の
他
（

）
）

８
三
輪
小
型

９
特
種
用
途
自
動
車
（

）
10

そ
の
他
（

）
1
1
バ
ス
（
一
般
貸
切
用
）

課
税

標
準

額
①

円

種
別

営
・
自
区
分

車
体
の
形
状

車
名
（
通
称
名
）

型
式

１
普
通

２
小
型

１
営
業
用

税
率

②
３

三
輪

２
自
家
用

1
00

乗
車

定
員

最
大

積
載

量
車

両
重

量
車

両
総

重
量

①
×
②

税
額

③
円

人
（

人
）

k
g（

kg
）

k
g

kg
既
に
納
付
の
確
定

し
た
税
額

④
円

車
台

番
号

類
別
区
分
番
号

主
た

る
定

置
場

バ
リ
ア
フ
リ
ー
・
Ａ
Ｓ
Ｖ
特
例

③
－
④

受
・

否
不

足
税

額
⑤

円

延
滞

金
額

⑥
住

所
（
所
在
地
）

備
考

円

納
税

ふ
り

が
な

⑤
＋
⑥

義
務
者

合
計

金
額

円

氏
名
（
名

称
）

証
収

旧
所

住
所

（
所

在
地

）
紙

納
有

者
及
び
氏
名
（
名
称
）

収
印

申
告

住
所

（
所

在
地

）
納

代
理
人

及
び
氏
名
（
名
称
）

通 常 の 取 得 価 額
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号外第41号 島 根 県 報 令和２年３月31日

第152号様式から第154号様式までの様式中「登 録 番 号 又 は 車 両 番 号」を「登 録 番 号」

に改め、「島根」を削る。

「

第155号様式中 島根 を
登 録 番 号 又

は 車 両 番 号

」

「

登 録 番 号 に改める。

」

第159号様式から第161号様式までの様式中「島根」を削る。

第162号様式を次のように改める。
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第162号様式（第77条関係）

自 動 車 税 種 別 割 減 免 申 請 書

住所又は
年 月 日 申 納

税 所在地
請 義

務 氏名又は  身体障害者
県民センター所長 様 者 者

名称 （電話 ） 等との続柄

身 住 所 □申請者と同じ

体 (ﾌﾘｶﾞﾅ)氏 名 □申請者と同じ 生年月日 年 月 日
障

１ 身体障害者手帳 ２ 戦傷病者手帳 手 帳 番 号
害 第 号

手 帳 の 種 類 ３ 療育手帳 （受給者番号）
者

４ 精神障害者保健福祉手帳 障害名及び障害
等

交 付 年 月 日 年 月 日 の級別（程度）

住 所 □申請者と同じ 身体障害者

運 氏 名 □申請者と同じ 等との続柄

免 許 証 番 号 第 号 有 効 期 限 年 月 日

免 許 の 種 類
１普通 ２中型

免 許 の 条 件
１眼鏡等
２中型車は中型車(８ｔ)に限る。

転 ３その他 ( ) ３その他（ ）

運転免許がない 在学証明書番号 第 号 発行年月日 年 月 日

ため在学証明書 所在地
者

を提示する場合 自 動 車 教 習 所
名 称 入学年月日 年 月 日

自 動 車 の 使 用 目 的 （身体障害者等のために主に使用される目的を一つ選んでください。）

(身体障害者等本人が運転する場合は記入不要） ・通学、通園 ・生業 ・通院 ・通所 ・その他（ ）

登 録 番 号 検 査 満 了 日 年 月 日
自

１普通 ２小型
種 別 １箱形

３その他 （ ）
車 体 の 形 状 ２ステーションワゴン

動 １乗用 ２貨物
用 途 ３その他（ ）

３その他 （ ）

主たる定置場 （申請者の住所と異なる場合に記入すること。）
車

所在地

【上記自動車が身体障害者等本人の名義でない場合】本人名義の自動車の有無（軽を含む。）あり ・ なし

前年度又は今年度減 登録番号又は １ 廃車 ２ 譲渡
現況

免を受けた自動車 車両番号 ３ その他（ ）

税 額 減 免 額 差 引 納 付 額
自 動 車 税

① ② ①－②
種 別 割

円 円 円

備考 １ この申請書は、普通徴収分について島根県県税条例第51条第３号又は第４号

の規定により減免を受けようとする場合に提出すること。
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２ 島根県県税条例第51条第３号の規定により減免を受けようとする場合で、自

動車が身体障害者又は精神障害者若しくは知的障害者（以下「身体障害者等」と

いう。）のために当該身体障害者等と生計を一にする者又は当該身体障害者等を

常時介護する者によって運転される場合又は身体障害者等と生計を一にする者

が所有している場合にあっては、当該事実を証する書類を添付すること。

３ 島根県県税条例第51条第４号の規定により減免を受けようとする場合には、「身

体障害者等」欄、「運転者」欄及び「自動車の使用目的」欄の記入を要しない。

４ 省略する項目は□欄に し、選択する項目は数字又は内容を○で囲むこと。
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第162号の２様式を次のように改める。

13



第162号の２様式（第76条の２、第77条関係）

（表）

自 動 車 税 種 別 割
減 免 申 請 書

（自動車税環境性能割）

住所又は
年 月 日 申 納

税 所在地
請 義
務 氏名又は  身体障害者

県民センター所長 様 者 者
名称 （電話 ） 等との続柄

身 住 所 □申請者と同じ

体 氏 名 □申請者と同じ

障 １ 身体障害者手帳 ２ 戦傷病者手帳 手 帳 番 号
第 号

害 手 帳 の種類 ３ 療育手帳 （受給者番号）

者 ４ 精神障害者保健福祉手帳 障害名及び障害

等 交 付 年月日 年 月 日 の級別（程度）

住 所 □申請者と同じ 身体障害者

運 氏 名 □申請者と同じ 等との続柄

免 許 証 番 号 第 号 有 効 期 限 年 月 日

１普通 ２中型 １眼鏡等
転 免 許 の 種 類 免 許 の 条 件 ２中型車は中型車(８ｔ)に限る。

３その他 （ ） ３その他（ ）

運転免許がない 在学証明書番号 第 号 発行年月日 年 月 日

者
ため在学証明書 所在地

を提示する場合 自 動 車 教 習 所
名 称 入学年月日 年 月 日

自 動 車 の 使 用 目 的 （身体障害者等のために主に使用される目的を一つ選んでください。）

(身体障害者等本人が運転する場合は記入不要） ・通学、通園 ・生業 ・通院 ・通所 ・その他（ ）

登 録 番 号 検 査 満 了 日 年 月 日
自

１普通 ２小型
種 別 １箱形

３その他（ ）
車 体 の 形 状 ２ステーションワゴン

動 １乗用 ２貨物
用 途 ３その他（ ）

３その他（ ）

主たる定置場 （申請者の住所と異なる場合に記入すること。）
車

所在地

【上記自動車が身体障害者等本人の名義でない場合】本人名義の自動車の有無（軽を含む。）あり ・ なし

自 動 車 の 取 得 価 額 円

うち特別の仕様による製造又は構造変更に要した費用 円

前年度又は今年度減 登録番号又は １ 廃車 ２ 譲渡
現況

免を受けた自動車 車両番号 ３ その他（ ）

上記の他に所有する
登録番号又は １ 廃車 ２ 譲渡

自動車のうち減免を 現況
車両番号 ３ その他（ ）

受けていた自動車
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特別の仕様による製造

※ 又は構造変更に要した 身体障害者等に対する
税 目 税 額 差 引 納 付 額

減 費用として認定した減 減免額

免 ① 免額 ② ③ ①－②－③

基
自動車税種別割 円 円

準

自動車税環境性能割
(条例第45条の４第３号該当) (条例第45条の４第２号該当)

円 円円 円

（裏）

備考 １ この申請者は、証紙徴収分について島根県県税条例第45条の４第２号若しく

は第３号又は第51条第３号若しくは第４号の規定により減免を受けようとする

場合に提出すること。

２ 島根県県税条例第45条の４第２号又は第51条第３号の規定により減免を受け

ようとする場合で、自動車が身体障害者又は精神障害者若しくは知的障害者（以

下「身体障害者等という。」）のために当該身体障害者等と生計を一にする者又

は当該身体障害者等を常時介護する者によって運転される場合又は身体障害者

等と生計を一にしている者が所有している場合にあっては、当該事実を証する

書類を添付すること。

３ 島根県県税条例第45条の４第３号又は第51条第４号の規定により減免を受け

ようとする場合には、特別の仕様に製造され、又は構造変更が加えられた自動

車であることを証する書類及び特別の仕様による製造又は構造変更に要した費

用の明細を確認することができる書類を添付すること。

４ 「うち特別の仕様による製造又は構造変更に要した費用」欄は、当該自動車

が特別の仕様により製造された場合にあっては当該特別の仕様に係る部分の金

額を、構造変更が加えられた場合にあっては当該構造変更に要した金額を記載

すること。

５ この申請を行う場合で、既に他の自動車について減免を受けているときは、

その自動車の廃車（抹消登録）又は譲渡（移転登録）の事実を証する書類を提

示すること。

６ 省略する項目は□欄に し、選択する項目は数字又は内容を○で囲むこと。

７ ※印欄は、記載しないこと。
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号外第41号 島 根 県 報 令和２年３月31日

第162号の３様式中「島根」を削り、

「（以下は生計を一にしている者が運転している場合）

６ 運転者及びその生計関係は同じですか。 を

７ 使用目的は申請時と同じですか。 」

「６ 減免を受けた車が身体障がい者等本人の名義でない場合、本人名義の車（軽自動車を含む。）を所有してい

ませんか。

（以下は生計を一にしている者が運転している場合） に改

７ 運転者及びその生計関係は同じですか。

８ 使用目的は申請時と同じですか。 」

める。

「 「

第163号様式中 島根 を に改める。

」 」

第166号様式及び第167号様式中「（島 根）」を削る。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。

（用紙に関する経過措置）

２ この規則による改正前の島根県県税条例施行規則の規定により作成した用紙でこの規則の施行の際現に残存するもの

のうち取繕いが可能なものについては、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
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